
京都市職員共済組合公告第１０号 

  

 平成２２年度京都市職員共済組合事業計画及び予算は次のとおりです。 

  平成２２年３月３０日 
京都市職員共済組合 
理事長 星川 茂一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 



事 業 計 画 概 況 

経理単位名 概                  要 

各経理共通 地方公務員等共済組合法施行規程第25条第 1号に規定する事項 

１．組合に属する地方公共団体の数 

団 体 の 数 平成20年度 １ 平成21年度 １ 平成22年度 １ 

 

２．組合員数（毎年度 3月末，ただし21年度，22年度は年度末見込） 

区 分 組合員数(人) 

年 度 20 21 22 

地方公共 
団体の長 1 1 1

長期組合員 12,663 12,291 12,049

特定消防 

長期組合員 
1,787 1,767 1,737

合 計 14,451 14,059 13,787

 

３．給料額（毎年度 3月末，ただし22年度は年度平均） 

区 分 給料月額(千円) 平均給料月額(円) 

年 度 20 21 22 20 21 22 

地方公共 
団体の長 

(1,112)
620 

(1,112)
620 

(1,112)
620 

(1,112,000)
620,000 

(1,112,000)
620,000 

(1,112,000)
620,000 

長期組合員 
(4,389,696)
4,383,306 

(4,043,959)
4,039,275 

(3,831,182)
3,827,778

(346,655)
346,151

(329,018)
328,637

(317,967)
317,684 

特定消防 

長期組合員 

(621,354)
621,354 

(576,217)
576,217 

(545,218)
545,218

(347,708)
347,708

(326,099)
326,099

(313,885)
313,885 

合 計 
(5,012,162)
5,005,280 

(4,621,288)
4,616,112 

(4,377,512)
4,373,616

(346,838)
346,362

(328,707)
328,339

(317,510)
317,228 

上段( )は，短期経理に係る給料月額および平均給料月額 

４．期末手当等の額 

区 分 期末手当等の額(千円) 平均期末手当等の額(円) 

年 度 20 21 22 20 21 22 

地方公共 
団体の長 

(5,230)
3,000 

(5,400)
3,000 

(5,400)
3,000 

(5,230,000)
3,000,000 

(5,400,000)
3,000,000 

(5,400,000)
3,000,000 

長期組合員 
(23,713,971)

23,477,101 

(21,017,341)

20,913,130 

(19,597,036)

19,505,136 

(1,872,698)

1,853,992 

(1,709,978)

1,701,499 

(1,626,445)

1,618,818 

特定消防 

長期組合員 

(3,324,120)
3,324,120 

(2,977,977)
2,977,977 

(2,768,375)
2,768,375 

(1,860,168)
1,860,168 

(1,685,329)
1,685,329 

(1,593,768)
1,593,768 

合 計 
(27,043,321)

26,804,221 

(24,000,718)

23,894,107 

(22,370,811)

22,276,511 

(1,871,381)

1,854,835 

(1,707,143)

1,699,559 

(1,622,602)

1,615,762 

  上段( )は，短期経理に係る期末手当等の額および平均期末手当等の額 

                           



経理単位名 概                  要 

 地方公務員等共済組合法施行規程第25条第 2号に規定する事項 

１．組合の役員及び組合に使用される者の数 (単位：人) 
異動 区 分 平成22年度当初 

増 減 
平成22年度末

役 員 11   0 0 11  

組合職員 0   0 0 0  

 

２．所属所の現況    (単位：人) 

所 属 所 名 組合員数 

市 長 部 局 9,155  

交 通 局 1,211  

上 下 水 道 局 1,500  

消 防 局 1,921  

合 計 13,787  
 

 

 



 

経理単位名 概                  要 

短 期 経 理 地方公務員等共済組合法施行規程第25条第 3号に規定する事項 

１．掛金・負担金の割合                               （単位：‰）

平成20年度 平成21年度 平成22年度  

掛 金 負担金 掛 金 負担金 掛 金 負担金 

一般職 
1.70

1.36

1.70

1.36

1.69375

1.355

1.69375

1.355

2.45

1.96

2.45

1.96
長期組合員 

特別職 
1.36

1.36

1.36

1.36

1.355

1.355

1.355

1.355

1.96

1.96

1.96

1.96

市 長 長 期 組 合 員 
1.36

1.36

1.36

1.36

1.355

1.355

1.355

1.355

1.96

1.96

1.96

1.96

特定消防長期組合員 
1.70

1.36

1.70

1.36

1.69375

1.355

1.69375

1.355

2.45

1.96

2.45

1.96

(上段；給料に対する割合 下段；期末手当等に対する割合） 
 

２．公的負担金の割合                      （単位：‰） 

平成20年度 平成21年度 平成22年度  

給 料 期末手当等 給 料 期末手当等 給 料 期末手当等

一 般 職 0.25 0.20 0.2625 0.21 0.375 0.3

特 別 職 0.20 0.20 0.21 0.21 0.3 0.3

 

３．給付額の推計                                      (単位：千円) 

区 分 平成20年度末実績(A) 平成21年度末推計(B) 平成22年度末推計(C) (B)-(A) (C)-(B)

育児休業給付 173,354 196,841 313,512 23,487 116,671

介護休業給付 2,378 3,048 3,161 670 113

 

４．拠出金の推計                                   (単位：千円) 

区 分 平成20年度末実績(A) 平成21年度末推計(B) 平成22年度末推計(C) (B)-(A) (C)-(B)

連合会拠出金 
(育児・介護休業手当拠出金) 295,883 273,609 368,931 △22,274 △95,322

 

５．資金計画                               (単位：千円) 

損益計算 貸借対照 

短 期 負 担 金 171,261 

公 的 負 担 金 26,409 

短 期 掛 金 171,261 

育児・介護休業手当金交付金 316,673 

短期利息及び短期配当金 0 

流 動 資 産 124

収 
 

入 

計 685,604 計 124

育 児 休 業 手 当 金 313,512 

介 護 休 業 手 当 金 3,161 

連 合 会 拠 出 金

(育児・介護休業手当金拠出金)
368,931 

支 

出 

計 685,604 

 

差引本年度損益金 0 差引次年度繰越剰余金 124
 



 

経理単位名 概                  要 

長 期 経 理 地方公務員等共済組合法施行規程第25条第3号に規定する事項 

１．給料と掛金，負担金及び追加費用との割合                     （単位：‰）

平成20年度 平成21年度 平成22年度  

給料と掛金との

割合 

給料と負担金 

との割合 
合計 追加費用率

給料と掛金

との割合

給料と負担金

との割合
合計 追加費用率

給料と掛金

との割合

給料と負担金

との割合
合計 追加費用率

72.23 94.83 167.06 74 106.4 180.4 75.77 110.17 185.94 市  長 

長期組合員 74 96.6 170.6 75.77 108.17 183.94 77.54 111.94 189.48 

90.2875 118.5375 208.825 92.5 133 225.5 94.7125 137.7125 232.425 
長期組合員 

92.5 120.75 213.25 94.7125 135.2125 229.925 96.925 139.925 236.85 

90.2875 118.5375 208.825 92.5 133 225.5 94.7125 137.7125 232.425 特定消防 

長期組合員 92.5 120.75 213.25 

70.4 

94.7125 135.2125 229.925 

116.3 

96.925 139.925 236.85 

127 

  (注1) 負担金率は，公的負担金率及び公務等給付負担金率を含む。 

  (注2) 下段の率はそれぞれ9月から適用。 

 

２．期末手当等と掛金及び負担金との割合                 （単位：‰） 

平成20年度 平成21年度 平成22年度  

期末手当等と 

掛金との割合 

期末手当等と 

負担金との割合 
合計 

期末手当等と

掛金との割合

期末手当等と

負担金との割合
合計 

期末手当等と

掛金との割合

期末手当等と

負担金との割合
合計 

72.23 94.83 167.06 74 106.4 180.4 75.77 110.17 185.94 市長長期組合員

長期組合員 

特定消防長期組合員 74 96.6 170.6 75.77 108.17 183.94 77.54 111.94 189.48 

  (注1) 負担金率は，公的負担金率及び公務等給付負担金率を含む。 

  (注2) 下段の率はそれぞれ9月から適用。 

 

 



経理単位名 概                  要 

長 期 経 理 ３．給付の推計                                   （単位：件,千円）
平成20年度 平成21年度推計 平成22年度推計  

件数 金  額 1件当た

り支給額
件数 金  額 1件当た

り支給額
件数 金  額 1件当たり

支給額

退職共済

年金 7,748 12,863,878 1,660 8,456 13,760,554 1,627 9,053 14,295,366 1,579

退職年金 
2,373 6,115,819 2,577 2,205 5,689,832 2,580 2,046 5,303,767 2,592

減額退職

年金 248 543,261 2,191 237      534,304 2,254 229 516,772 2,257

通算退職

年金 27 22,970 851 27 21,736 805 25 19,871 795

脱退 

一時金 2 3,630 1,815 0 0 0 1 1,000 1,000

返還 

一時金 1 610 610 0 0 0 1 1,000 1,000

 

 

 

退

職

給

付 

計 
10,399 19,550,168 1,880 10,925 20,006,426 1,831 11,355 20,137,776 1,773

障害共済

年金 77 93,481 1,214 87 99,865 1,148 92 106,761 1,160

障害年金 
33 59,079 1,790 32 58,225 1,820 31 56,765 1,831

障害 

一時金 0 0 0 1 1,398 1,398 1 1,000 1,000

 

障

害

給

付 
計 

110 152,560 1,387 120 159,488 1,329 124 164,526 1,327

遺族共済

年金 3,527 4,858,799 1,378 3,629 4,959,906 1,367 3,768 5,131,790 1,362

遺族年金 
727 866,104 1,191 675 825,070 1,222 636 781,506 1,229

通算 

遺族年金 12 4,666 389 9 4,313 479 9 4,286 476

特例死亡

一時金 0 0 0 0 0 0 1 1,000 1,000

死亡 

一時金 0 0 0 0 0 0 1 1,000 1,000

 

 

 

遺

族

給

付 

計 
4,266 5,729,569 1,343 4,313 5,789,289 1,342 4,415 5,919,582 1,341

合  計 
14,775 25,432,297 1,721 15,358 25,955,203 1,690 15,894 26,221,884 1,650

 

 

 



 

経理単位名 概                  要 

長 期 経 理 ４.資金計画 

 （１） 本年度における損益は,収入については，負担金16,515,271千円，掛

金6,695,578千円，退職一時金等返還金24,023千円，基礎年金交付金

1,255,170千円，雑収入10,000千円,利息及び配当金696,465千円，償還

差益5,708千円，合計25,202,215千円となり，支出については，退職給

付20,137,776千円，障害給付164,526千円，遺族給付5,919,582千円，基

礎年金拠出金6,721,660千円，雑費57,302千円,業務経理への繰入金

31,002千円，合計33,031,848千円と見込まれ，差引き7,829,633千円を

本年度長期給付積立金から取り崩す予定である。 

 （２） 本年度末の貸借対照表において，資産については，流動資産5,667,431

千円，固定資産44,867,919千円，合計50,535,350千円となり，負債及び

剰余金については，流動負債175,669千円，剰余金50,359,681千円，合

計50,535,350千円となる。 

 

地方公務員等共済組合法施行規則第25条第4号に規定する事項 

５．資産の構成割合                                 （単位：千円，％）

平成20年度 平成21年度 平成22年度  

金  額 割合 金  額 割合 金  額 割合 

流 動 資 産 6,430,821 9.96 6,235,906 10.68 5,667,431 11.22

生命保険等 40,223,791 62.31 37,918,834 64.94 33,541,188 66.37

投資有価証券 13,089,279 20.28 10,783,496 18.47 9,149,204 18.10

施行規程第

14条第1項

第1号資産 

計 59,743,891 92.55 54,938,236 94.09 48,357,823 95.69

第 2号資産 － － － － － － －

第3号資産 長期貸付金 4,810,825 7.45 3,449,944 5.91 2,177,527 4.31

合   計 64,554,716 100.00 58,388,180 100.00 50,535,350 100.00
 

業 務 経 理 地方公務員等共済組合法施行規則第25条第5号に規定する事項 

資金計画 

 本年度における損益は，収入については，負担金46,503千円，雑収入169千円，

利息及び配当金68千円，長期経理より繰入31,002千円，合計77,742千円に対し，

支出については，事務費15,828千円，普及費4,057千円，委託費41,191千円，旅

費1,757千円，分担金9,866千円，賃借料2,167千円，職員給与その他2,876千円，

合計77,742千円となる。 

 



 

経理単位名 概                  要 

貸 付 経 理 地方公務員等共済組合法施行規程第25条第11項に規定する事項 

１．貸付金の種類及び利率 

 平成22年4月1日～ 
特例適用による 

財政融資資金預託金利率による区分 
 

本則 年2.4％超 

年3.2％未満 
年2.4％以下 

住  宅 月0.288333％ 基準日の財政融資資金利率（※）＋年0.26％ 月0.221666％ 

災  害 月0.24％ 上記×12分の10 月0.185％ 

在宅介護 月0.266666％ 基準日の財政融資資金利率（※） 月0.2％ 

※平成22月4月1日～6月30日→平成21年10月1日， 
平成22年7月1日～12月31日→平成22年4月1日， 
平成23年1月1日～3月31日→平成22年10月1日の財政融資資金利率 
 

２．貸付金の現況 

住宅貸付 災害貸付 
区 分 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 

貸 付 件 数 14件 16件 25件 0件 0件 2件

貸 付 金 額 91,800千円 129,600千円 187,000千円 0千円 0千円 14,000千円

1件当りの金額 6,557千円 8,100千円 7,480千円 0千円 0千円 7,000千円

 

３．資金計画 

住宅の新築,増改築,修繕及び購入並びに住宅の敷地の購入をする場合の資金

として住宅貸付事業を，また，非常災害により住宅に損害を受けたことにより，

住宅の新築，増改築及び購入並びに住宅の敷地の購入をする場合の資金として災

害貸付事業を行う。本年度の貸付けの 高限度額は18,000千円であり， 低保障

額については，組合員期間3年以上7年未満4,000千円，7年以上12年未満7,000千

円，12年以上17年未満9,000千円，17年以上11,000千円である。なお，災害再貸

付の 高限度額は19,000千円であり， 低保障額については，組合員期間3年以

上7年未満4,500千円，7年以上12年未満7,500千円，12年以上17年未満9,500千円，

17年以上11,500千円である。また，在宅介護対応住宅に対する貸付けの場合は，

上記金額に3,000千円を限度として加算する。本年度における貸付金額は，

201,000千円となる見込みである。 

本年度における損益は，組合員貸付金利息並びに預貯金利息等116,414千円の

収入に対し，支出は支払利息53,521千円，保険料30,548千円，負担金12,771千円，

職員給与3,271千円，事務費5,652千円，旅費1,476千円，その他諸経費10,427千

円，合計117,666千円となり，差引き1,252千円の当期損失金が見込まれるが，こ

れは,欠損金補てん積立金から取り崩す予定である。 

 



 

 

経理単位名 概                  要 

基 礎 年 金 

支 払 経 理 
基礎年金の支払の実績及び推計並びに資金計画 

１．支払の実績及び推計                       (単位：千円) 

 
平成20年度末実績

(A) 

平成21年度末見込

(B) 

平成22年度末推計

(C) 
(B)-(A) (C)-(B) 

老齢基礎年金 359,279 327,808 395,742 △31,471 67,934

障害基礎年金 85,376 100,995 100,630 15,619 △365

遺族基礎年金 17,098 15,488 14,722 △1,610 △766

計 461,753 444,291 511,094 △17,462 66,803

 

２．資金計画                          (単位：千円) 

損益計算 貸借対照 

基 礎 年 金 国 庫 金 511,094 流 動 資 産 0

利 息 及 び 配 当 金 0 基 本 金 0
収 

入 

計 511,094 計 0

基 礎 年 金 511,094 流 動 負 債 0

基 礎 年 金 返 還 金 0 基 本 金 0
支 

出 

計 511,094 計 0

差引本年度損益金 0 計 0
 

 

 



短 期 経 理 

予 算 総 則 

 

事     項 平成21年度 平成22年度 

１．地方公務員等共済組合法第25条の規定により,余裕

金の運用として行う有価証券の取得の 高限度額 
40,000千円 40,000千円 

２．長期経理からの借入金 高限度額及び条件 

長期経理からの借入金

利       率     (年)

 

借入限度額 20,000千円 

3.2％ 

ただし,特例適用期間中は財政融

資資金預託金利率により下表１

及び下表２のとおり変動する。

 

借入限度額 20,000千円 

3.2％ 

ただし,特例適用期間中は財政融

資資金預託金利率により下表２

及び下表３のとおり変動する。

 

 

 

下表1 

平成21年4月1日～平成21年6月30日 
 

※ 平成21年4月1日から平成21年6月30日→平成20年10月1日の財政融資資金利率 
 

 

下表2 

平成21年7月1日～平成22年6月30日 
 

      ※ 平成21年7月1日から平成21年12月31日→平成21年4月1日の財政融資資金利率 

平成22年1月1日から平成22年6月30日→平成21年10月1日の財政融資資金利率 
 

 

下表3 

平成22年7月1日～ 
 

      ※ 平成22年7月1日から平成22年12月31日→平成22年4月1日の財政融資資金利率 

平成23年1月1日から平成23年6月30日→平成22年10月1日の財政融資資金利率 
 

財政融資資金預託金の利率 借入利率 

年3.0％以上 年3.2％ 

年2.4％超3.0％未満 基準日の財政融資資金利率（※）

年2.4％以下 年2.4％ 

財政融資資金預託金の利率 借入利率 

年3.2％以上 年3.2％ 

年2.4％超3.2％未満 基準日の財政融資資金利率（※） 

年2.4％以下 年2.4％ 

財政融資資金預託金の利率 借入利率 

年3.2％以上 年3.2％ 

年2.4％超3.2％未満 基準日の財政融資資金利率（※） 

年2.4％以下 年2.4％ 



(単位：千円)

平成21年度 平成22年度

471,615 473,498 685,604 1,883 212,106

休 業 給 付 175,732 199,889 316,673 24,157 116,784
連合会拠出 295,883 273,609 368,931 △ 22,274 95,322

0 0 0 0 0
当期短期利益金 0 0 0 0 0

471,615 473,498 685,604 1,883 212,106

471,615 473,498 685,604 1,883 212,106

短期負担金 158,194 146,742 197,670 △ 11,452 50,928
短 期 掛 金 137,689 126,867 171,261 △ 10,822 44,394

育児･介護休業手当金交付金 175,732 199,889 316,673 24,157 116,784

短期利息及び短期配当金 0 0 0 0 0

471,615 473,498 685,604 1,883 212,106

前年度対比較増△減

短　期　経　理
予　定　損　益　計　算　書

平成20年度決算額 平成21年度推計 平成22年度推計科　   　目

   (借　　　方)
経 常 費 用

   (事業費用)

当 期 利 益 金

   (事業外収益)

合　　　　　　計

経 常 収 益

合　　　　　　計

   (貸　　　方)

   (事業収益)

   (補助金等収入)



(単位：千円)

増　△　減 年　度　末 増　△　減 年　度　末
   (借　　　方)

158 △ 34 124 0 124
普 通 預 金 124 0 124 0 124
未 収 収 益 0 0 0 0 0
未 収 金 34 △ 34 0 0 0

158 △ 34 124 0 124

   (貸　　　方)
34 △ 34 0 0 0

未 払 金 34 △ 34 0 0 0
仮 受 金 0 0 0 0 0

124 0 124 0 124
利益剰余金又は欠損金(△) 124 0 124 0 124

158 △ 34 124 0 124合　　　　　　計

平成22年度平成20年度
末

平成21年度

合　　　　　　計

流 動 負 債

剰余金 (欠損

短　期　経　理
予　定　貸　借　対　照　表

科　   　目

流 動 資 産



長 期 経 理 

予 算 総 則 

 

事     項 平成21年度 平成22年度 

１．地方公務員等共済組合法第25条の規定により,余裕

金の運用として行う有価証券の取得の 高限度額 
40,000,000千円 40,000,000千円 

２．経理単位相互間における資金の融通の 高限度額 

貸付経理への貸付金

利      率    (年)

 

高限度額 17,247,690千円 

3.2％ 

ただし,特例適用期間中は財政融

資資金預託金利率により下表１

及び下表２のとおり変動する。

 

高限度額 15,160,605千円 

3.2％ 

ただし,特例適用期間中は財政融

資資金預託金利率により下表２

及び下表３のとおり変動する。

３．施行規程附則第2条の2第1項の規定により,業務経理

へ繰り入れる 高限度額 
36,788千円 31,002千円 

 

 

 

 

下表1 

平成21年4月1日～平成21年6月30日 
 

※ 平成21年4月1日から平成21年6月30日→平成20年10月1日の財政融資資金利率 
 

 

下表2 

平成21年7月1日～平成22年6月30日 
 

      ※ 平成21年7月1日から平成21年12月31日→平成21年4月1日の財政融資資金利率 

平成22年1月1日から平成22年6月30日→平成21年10月1日の財政融資資金利率 
 

 

下表3 

平成22年7月1日～ 
 

      ※ 平成22年7月1日から平成22年12月31日→平成22年4月1日の財政融資資金利率 

平成23年1月1日から平成23年6月30日→平成22年10月1日の財政融資資金利率 
 

財政融資資金預託金の利率 借入利率 

年3.0％以上 年3.2％ 

年2.4％超3.0％未満 基準日の財政融資資金利率（※）

年2.4％以下 年2.4％ 

財政融資資金預託金の利率 借入利率 

年3.2％以上 年3.2％ 

年2.4％超3.2％未満 基準日の財政融資資金利率（※） 

年2.4％以下 年2.4％ 

財政融資資金預託金の利率 借入利率 

年3.2％以上 年3.2％ 

年2.4％超3.2％未満 基準日の財政融資資金利率（※） 

年2.4％以下 年2.4％ 



(単位：千円)

平成20年度 平成21年度

31,090,178 31,348,338 31,636,778 258,160 288,440 

退 職 給 付 19,489,651 19,546,465 19,506,753 56,814 △ 39,712 
障 害 給 付 154,913 152,291 155,967 △ 2,622 3,676 
遺 族 給 付 5,638,127 5,730,924 5,890,711 92,797 159,787 
基礎年金拠出金負担金 5,807,487 5,918,658 6,083,347 111,171 164,689 

18,651 22,756 36,788 4,105 14,032 
業務経理へ繰入 18,651 22,756 36,788 4,105 14,032 

72,061,080 64,168,377 57,172,726 △ 7,892,703 △ 6,995,651 

次年度繰越長期給付  積立金 72,061,080 64,168,377 57,172,726 △ 7,892,703 △ 6,995,651 

103,169,909 95,539,471 88,846,292 △ 7,630,438 △ 6,693,179 

26,197,855 23,478,391 24,677,915 △ 2,719,464 1,199,524 

負 担 金 15,464,935 13,872,379 15,521,477 △ 1,592,556 1,649,098 
掛 金 7,384,590 7,386,012 7,154,579 1,422 △ 231,433 
退職一時金等返還金 22,552 20,336 20,336 △ 2,216 0 
基礎年金交付金 1,560,114 1,442,457 1,331,477 △ 117,657 △ 110,980 

利息及び配当金 1,761,993 717,961 636,799 △ 1,044,032 △ 81,162 
償 還 差 益 3,671 39,246 13,247 35,575 △ 25,999 
有価証券売却益 0 0 0 0 0 

76,972,054 72,061,080 64,168,377 △ 4,910,974 △ 7,892,703 

前年度繰越長期給付  積立金 76,972,054 72,061,080 64,168,377 △ 4,910,974 △ 7,892,703 

103,169,909 95,539,471 88,846,292 △ 7,630,438 △ 6,693,179 

前年度対比較増△減

長　期　経　理
予　定　損　益　計　算　書

平成19年度決算額 平成20年度推計 平成21年度推計科　   　目

   (借　　　方)
経 常 費 用
   (事業費用)

繰 入 金

次年度繰越長期給付積立金

合　　　　　　計

   (貸　　　方)
経 常 収 益
   (事業収益)

合　　　　　　計

   (運用収入)

前年度繰越長期給付積立金



(単位：千円)

増　△　減 年　度　末 増　△　減 年　度　末
   (借　　　方)

7,608,688 △ 1,394,479 6,214,209 5,319,215 11,533,424 
普 通 預 金 1,570,504 △ 1,435,743 134,761 225,441 360,202 
定 期 預 金 5,000,000 1,000,000 6,000,000 5,000,000 11,000,000 
仮 払 金 0 0 0 0 0 
未 収 収 益 1,036,331 △ 956,883 79,448 93,774 173,222 
未 収 金 1,853 △ 1,853 0 0 0 

64,656,122 △ 6,440,301 58,215,821 △ 12,256,943 45,958,878 
 (投資その他の資産)
信 託 19,349,384 0 19,349,384 △ 3,018,813 16,330,571 
投 資 有 価 証 券 18,330,700 △ 5,141,421 13,189,279 △ 1,405,753 11,783,526 
生 命 保 険 14,853,512 608 14,854,120 △ 6,399,016 8,455,104 
長 期 貸 付 金 6,455,166 △ 1,564,343 4,890,823 △ 1,441,073 3,449,750 
連 合 会 預 託 金 5,667,360 264,855 5,932,215 7,712 5,939,927 

72,264,810 △ 7,834,780 64,430,030 △ 6,937,728 57,492,302 

   (貸　　　方)
203,730 57,923 261,653 57,923 319,576 

未 払 金 203,730 57,923 261,653 57,923 319,576 

72,061,080 △ 7,892,703 64,168,377 △ 6,995,651 57,172,726 
長期給付積立金 72,061,080 △ 7,892,703 64,168,377 △ 6,995,651 57,172,726 

72,264,810 △ 7,834,780 64,430,030 △ 6,937,728 57,492,302 合　　　　　　計

平成21年度
平成19年度末

平成20年度

固 定 資 産

合　　　　　　計

流 動 負 債

剰 余 金 ( 欠 損 金 )

長　期　経　理
予　定　貸　借　対　照　表

科　   　目

流 動 資 産



業 務 経 理 

予 算 総 則 

 

事     項 平成21年度 平成22年度 

１．地方公務員等共済組合法第25条の規定により,余裕

金の運用として行う有価証券の取得の 高限度額 
100,000千円 100,000千円 

２．人件費及び事務費の 高限度額 役 員 報 酬

職 員 給 与

旅 費

事 務 費

289 千円

1,093千円

1,606千円

16,101千円

役 員 報 酬

職 員 給 与

旅 費

事 務 費

289 千円

1,825千円

1,757千円

15,828千円

３．法第113条第4項に規定する組合の事務に要する費用

の組合員一人当たりの額 
 3,814 円  3,306 円 

４．施行規程附則第2条の2第1項の規定により長期経理

から繰り入れる 高限度額 
36,788 千円 31,002 千円 

 



(単位：千円)

平成21年度 平成22年度

63,855 63,344 77,742 △ 511 14,398

役 員 報 酬 97 45 289 △ 52 244
職 員 給 与 931 1,018 1,825 87 807
旅 費 1,151 1,187 1,757 36 570
事 務 費 13,348 11,959 15,828 △ 1,389 3,869
委 託 費 39,391 37,091 41,191 △ 2,300 4,100
修 繕 費 0 36 17 36 △ 19
賃 借 料 1,874 1,888 2,167 14 279
調 査 研 究 費 0 0 1 0 1
普 及 費 2,015 2,408 4,057 393 1,649
諸 謝 金 0 0 113 0 113
負 担 金 671 654 618 △ 17 △ 36
選 挙 費 0 0 1 0 1
連 合 会 分 担 金 3,456 7,047 9,866 3,591 2,819
雑 費 910 0 1 △ 910 1
減 価 償 却 費 11 11 11 0 0
固定資産除却損 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0
当 期 利 益 金 0 0 0 0 0

63,855 63,344 77,742 △ 511 14,398

34,489 37,813 46,740 3,324 8,927

負 担 金 34,134 37,576 46,503 3,442 8,927
雑 収 入 172 169 169 △ 3 0

利息及び配当金 183 68 68 △ 115 0

22,756 25,050 31,002 2,294 5,952
長期経理より繰 22,756 25,050 31,002 2,294 5,952

6,610 481 0 △ 6,129 △ 481
当 期 損 失 金 6,610 481 0 △ 6,129 △ 481

63,855 63,344 77,742 △ 511 14,398

繰 入 金

合　　　　　　計

経 常 収 益

合　　　　　　計

   (貸　　　方)

   (事業収益)

   (事業外収益)

当 期 損 失 金

   (借　　　方)
経 常 費 用
   (事業費用)

当 期 利 益 金

前年度対比較増△減

業　務　経　理
予　定　損　益　計　算　書

平成20年度決算額 平成21年度推計 平成22年度推計科　   　目



(単位：千円)

増△減 年　度　末 増△減 年　度　末
   (借　　　方)

40,500 △ 2,468 38,032 △ 134 37,898
普 通 預 金 5,630 △ 2,536 3,094 △ 202 2,892
証 券 投 資 信 託 34,870 68 34,938 68 35,006
未 収 収 益 0 0 0 0 0

45 △ 11 34 △ 11 23

器 具 及 び 備 品 45 △ 11 34 △ 11 23

電 話 加 入 権 0 0 0 0 0

40,545 △ 2,479 38,066 △ 145 37,921

   (貸　　　方)
2,143 △ 1,998 145 △ 145 0

未 払 金 1,983 △ 1,983 0 0 0
預 り 金 160 △ 15 145 △ 145 0

38,402 △ 481 37,921 0 37,921
資 本 剰 余 金 0 0 0 0 0
利益剰余金又は欠損金(△) 38,402 △ 481 37,921 0 37,921

40,545 △ 2,479 38,066 △ 145 37,921

業　務　経　理
予　定　貸　借　対　照　表

科　   　目

流 動 資 産

合　　　　　　計

平成22年度
平成20年度末

平成21年度

合　　　　　　計

流 動 負 債

剰 余 金 ( 欠 損 金 )

固 定 資 産
   (有形固定資産)

   (無形固定資産)



  

貸 付 経 理 

予 算 総 則 

 

事     項 平成21年度 平成22年度 

１．長期経理からの借入 高限度額及び条

件 

借入限度額 17,247,690千円 

利   率   年利 3.2％ 

ただし,特例適用期間中は財政融資資

金預託金利率により別表１及び別表

２のとおり変動する。 

借入限度額 15,160,605千円 

利   率   年利 3.2％ 

ただし,特例適用期間中は財政融資資

金預託金利率により別表２及び別表３

のとおり変動する。 

１．住宅貸付限度額 18,000千円 

貸付利率 月利 0.288333％ 

ただし,特例適用期間中は財政融

資資金預託金利率により別表４

及び別表５のとおり変動する。 

１．住宅貸付限度額 18,000千円 

貸付利率 月利 0.288333％ 

ただし,特例適用期間中は財政融

資資金預託金利率により別表５及

び別表６のとおり変動する。 

借受人の資格 

保証人 

 

 

 

据置期間 

返済期間 

組合員期間１年以上 

住宅貸付金保険 

300万円以上の貸付

対象不動産に対し

て抵当権を設定 

なし 

240月以内 

借受人の資格 

保証人 

 

 

 

据置期間 

返済期間 

組合員期間１年以上 

住宅貸付金保険 

300万円以上の貸付

対象不動産に対し

て抵当権を設定 

なし 

240月以内 

２．災害貸付限度額 18,000千円 

(災害再貸付限度額 19,000千円) 

貸付利率 月利 0.24％ 

(激甚災害に係る災害貸付の 

据置期間中は，月利0.156666%)

ただし,特例適用期間中は財政融

資資金預託金利率により別表４

及び別表５のとおり変動する。 

２．災害貸付限度額 18,000千円 

(災害再貸付限度額 19,000千円) 

貸付利率 月利 0.24％ 

(激甚災害に係る災害貸付の 

据置期間中は，月利0.156666%)

ただし,特例適用期間中は財政融

資資金預託金利率により別表５及

び別表６のとおり変動する。 

借受人の資格 

保証人 

据置期間 

組合員期間１年以上 

住宅貸付と同じ 

なし 

借受人の資格 

保証人 

据置期間 

組合員期間１年以上 

住宅貸付と同じ 

なし 

(激甚災害に係る災害貸付の場合

は，36月以内) 

(激甚災害に係る災害貸付の場合は，

36月以内) 

返済期間 240月以内 返済期間 240月以内 

(激甚災害に係る災害貸付の場合

は，据え置き期間を含めない) 

(激甚災害に係る災害貸付の場合は，

据え置き期間を含めない) 

２．組合員貸付金の 高限度額及び条件 

３．在宅介護対応住宅に係る１及 

び２の加算貸付金額の加算限 

度額             3,000千円 

   加算額に対する貸付利率 

0.266666％ 

ただし,特例適用期間中は財政融

資資金預託金利率により別表４

及び別表５のとおり変動する。 

３．在宅介護対応住宅に係る１及 

び２の加算貸付金額の加算限 

度額             3,000千円 

   加算額に対する貸付利率 

0.266666％ 

ただし,特例適用期間中は財政融

資資金預託金利率により別表５及

び別表６のとおり変動する。 

２．人件費及び事務費の 高限度額 職 員 給 与 

旅 費 

事 務 費 

3,276千円

1,583千円

5,652千円

職 員 給 与

旅 費

事 務 費

3,271千円

1,476千円

5,652千円

 



別表1  平成21年4月1日～平成21年6月30日 
 

 

      ※ 平成21年4月1日から平成21年6月30日→平成20年10月1日の財政融資資金利率 

別表2  平成21年7月1日～平成22年6月30日 
 

 

      ※ 平成21年7月1日から平成21年12月31日→平成21年4月1日の財政融資資金利率 

平成22年1月1日から平成22年6月30日→平成21年10月1日の財政融資資金利率 

別表3  平成22年7月1日～ 
 

      ※ 平成22年7月1日から平成22年12月31日→平成22年4月1日の財政融資資金利率 

平成23年1月1日から平成23年6月30日→平成22年10月1日の財政融資資金利率 

別表4 平成21年4月1日～平成21年6月30日 

      ※ 平成21年4月1日から平成21年6月30日→平成20年10月1日の財政融資資金利率 

別表5 平成21年7月1日～平成22年6月30日 

      ※ 平成21年7月1日から平成21年12月31日→平成21年4月1日の財政融資資金利率 

平成22年1月1日から平成22年6月30日→平成21年10月1日の財政融資資金利率 

別表6 平成22年7月1日～ 

      ※ 平成22年7月1日から平成22年12月31日→平成22年4月1日の財政融資資金利率 

平成23年1月1日から平成23年6月30日→平成22年10月1日の財政融資資金利率 

財政融資資金預託金の利率 借入利率 

年3.0％以上 年3.2％ 

年2.4％超3.0％未満 基準日の財政融資資金利率（※）

年2.4％以下 年2.4％ 

財政融資資金預託金の利率 借入利率 

年3.2％以上 年3.2％ 

年2.4％超3.2％未満 基準日の財政融資資金利率（※）

年2.4％以下 年2.4％ 

財政融資資金預託金の利率 借入利率 

年3.2％以上 年3.2％ 

年2.4％超3.2％未満 基準日の財政融資資金利率（※）

年2.4％以下 年2.4％ 

財政融資資金預託金の利率 住  宅 災  害 激甚災害の据置期間 在宅介護 

年3.0％以上 月0.288333％ 月0.24％ 月0.156666％ 月0.266666％ 

年2.4％超3.0％未満 基準日の財政融資資金

利率（※）＋年0.26％ 

 

左記×12分の10 
基準日の財政融資

資金利率（※） 

年2.4％以下 月0.221666％ 月0.185％ 

 

月0.143333％ 

月0.2％ 

財政融資資金預託金の利率 住  宅 災  害 激甚災害の据置期間 在宅介護 

年3.2％以上 月0.288333％ 月0.24％ 月0.156666％ 月0.266666％ 

年2.4％超3.2％未満 基準日の財政融資資金

利率（※）＋年0.26％ 

 

左記×12分の10 
基準日の財政融資

資金利率（※） 

年2.4％以下 月0.221666％ 月0.185％ 

 

月0.143333％ 

月0.2％ 

財政融資資金預託金の利率 住  宅 災  害 激甚災害の据置期間 在宅介護 

年3.2％以上 月0.288333％ 月0.24％ 月0.156666％ 月0.266666％ 

年2.4％超3.2％未満 基準日の財政融資資金

利率（※）＋年0.26％ 

 

左記×12分の10 
基準日の財政融資

資金利率（※） 

年2.4％以下 月0.221666％ 月0.185％ 

 

月0.143333％ 

月0.2％ 



(単位：千円)

平成21年度 平成22年度

220,448 153,972 138,400 △ 66,476 △ 15,572

職 員 給 与 965 930 3,271 △ 35 2,341
旅 費 82 20 1,476 △ 62 1,456
事 務 費 154 110 5,652 △ 44 5,542
委 託 費 2,701 509 7,596 △ 2,192 7,087
賃 借 料 155 32 553 △ 123 521
保 険 料 67,909 40,475 41,374 △ 27,434 899
普 及 費 0 0 1,380 0 1,380
諸 謝 金 11 0 105 △ 11 105
負 担 金 12,813 12,771 12,771 △ 42 0
支 払 利 息 135,658 99,125 64,221 △ 36,533 △ 34,904
連 合 会 払 込 金 0 0 0
貸付債権保全金 0 0 0
貸付債権保全金利息 0 0 0
雑 費 0 0 1 0 1
減 価 償 却 費 0 0 0 0 0

0 1,378 0 1,378 △ 1,378
当 期 利 益 金 0 1,378 0 1,378 △ 1,378

220,448 155,350 138,400 △ 65,098 △ 16,950

194,575 155,350 128,803 △ 39,225 △ 26,547

連 合 会 交 付 金 0 0

組合員貸付金利 194,575 155,350 128,803 △ 39,225 △ 26,547

利息及び配当金 0 0 0 0 0

25,873 0 9,597 △ 25,873 9,597
当 期 損 失 金 25,873 0 9,597 △ 25,873 9,597

220,448 155,350 138,400 △ 65,098 △ 16,950

当 期 損 失 金

合　　　　　　計

経 常 収 益

合　　　　　　計

   (貸　　　方)

   (事業収益)

   (事業外収益)

   (補助金等収入)

   (借　　　方)
経 常 費 用
   (事業費用)

当 期 利 益 金

前年度対比較増△減

貸　付　経　理
予　定　損　益　計　算　書

平成20年度決算額 平成21年度推計 平成22年度推計科　   　目



(単位：千円)

増　△　減 年　度　末 増　△　減 年　度　末
   (借　　　方)

26,018 11,524 37,542 △ 24,323 13,219
普 通 預 金 6,741 14,924 21,665 △ 21,165 500
未 収 収 益 19,277 △ 3,400 15,877 △ 3,158 12,719

6,933,158 △ 1,372,363 5,560,795 △ 1,257,879 4,302,916

器具及び備 0 0 0 0 0

組合員貸付 6,933,158 △ 1,372,363 5,560,795 △ 1,257,879 4,302,916

6,959,176 △ 1,360,839 5,598,337 △ 1,282,202 4,316,135

   (貸　　　方)
5,174 △ 1,336 3,838 △ 188 3,650

未 払 金 4,635 △ 1,640 2,995 612 3,607
預 り 金 539 304 843 △ 800 43

4,810,825 △ 1,360,881 3,449,944 △ 1,272,417 2,177,527
長期借入金 4,810,825 △ 1,360,881 3,449,944 △ 1,272,417 2,177,527

2,143,177 1,378 2,144,555 △ 9,597 2,134,958
利益剰余金又は欠損金(△) 2,143,177 1,378 2,144,555 △ 9,597 2,134,958

6,959,176 △ 1,360,839 5,598,337 △ 1,282,202 4,316,135

   (投資その他の資産)

貸　付　経　理
予　定　貸　借　対　照　表

流 動 資 産

固 定 負 債

合　　　　　　計

平成22年度平成20年度
末

平成21年度

合　　　　　　計

流 動 負 債

剰余金 (欠損

固 定 資 産
   (有形固定資産)



(単位；千円)

平成21年度 平成22年度

462,279 444,752 511,094 △ 17,527 66,342

基礎年金 461,753 444,291 511,094 △ 17,462 66,803
基礎年金返還金 526 461 0 △ 65 △ 461

0 0 0 0 0
当期利益金 0 0 0 0 0

462,279 444,752 511,094 △ 17,527 66,342

462,279 444,752 511,094 △ 17,527 66,342

基礎年金国庫金 462,279 444,752 511,094 △ 17,527 66,342

利息及び配当金 0 0 0 0 0

462,279 444,752 511,094 △ 17,527 66,342

   (運用収入)

合　　　　　　計

経常収益

合　　　　　　計

   (貸　　　方)

   (事業収益)

   (借　　　方)
経常費用

   (事業費用)

当期利益金

前年度対比較増△減

基礎年金支払経理
予　定　損　益　計　算　書

平成20年度決算額 平成21年度推計 平成22年度推計科　   　目



(単位；千円)

増　△　減 年　度　末 増　△　減 年　度　末

99 △ 99 0 0 0
当 座 預 金 99 △ 99 0 0 0
普 通 預 金 0 0 0 0 0
郵便振替預け金 0 0 0 0 0
未 収 収 益 0 0 0 0 0

99 △ 99 0 0 0

99 △ 99 0 0 0
未 払 金 99 △ 99 0 0 0
仮 受 金 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0
利益剰余金又は欠損金(△) 0 0 0 0 0

99 △ 99 0 0 0

（行財政局人事部厚生課）

基礎年金支払経理
予　定　貸　借　対　照　表

科　   　目

流 動 資 産

合　　　　　　計

平成２２年度
平成２０年度末

平成２１年度

合　　　　　　計

流 動 負 債

剰 余 金 ( 欠 損 金 )

   (借　　　方)

   (貸　　　方)


